第１号様式（第６条関係）
事業提案書
　　年　　月　　日

（あて先）浜松市長　

	所在地
	

	団体の名称
	　　　　　　　　　　　　　　

	代表者役職・
氏名
	　　　　　　　　　　　　　　

（署名又は記名押印してください。）

	連絡先　℡
	


次のとおり、事業を提案します。

	事業名
	

	実施時期
	　　年　月　日（　）　～　　　　年　月　日（　）

	実施場所
	

	概算事業費
	　　　　　　　　　　　　　円

	参加予定人数
	団体スタッフ　　　名　、参加者　　　名

	事業の内容
（事業の対象や手法などを具体的に記入）
	＊内容がわかる詳細資料を別途添付


	事業の目的
	＊何のためにその事業を実施したいのか具体的に記入



	地域資源

の活用
	＊区内の地域資源（特産品、自然、文化資産、人材など）を事業にどう活かす予定か。


	地域課題
	＊解決すべき地域課題やその原因・背景は何か。

	事業の妥当性
	＊その事業に取り組むことによって、事業が地域の課題解決にどう結び付くか。

	公益性
	＊区民がどのような効果を受けるか。住みよい地域づくりにどのように寄与するか。

	財政支援

の妥当性
	＊行政施策と差別化が図られている点は何か。行政が補助すべき理由は何か。


＜事業提案にあたっての確認事項＞

提案を行う事業について、該当する□にチェックを入れてください。

	· 政治、宗教、選挙活動又は営利を目的とする事業ではありません。

	· 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが、団体の役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）ではありません。

	· 公序良俗に反する事業ではありません。

	· 浜松市の他の補助金等の支援を受ける見込みは

· ありません　　　

· あります（補助金等名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	· 国、他の地方公共団体又は浜松市の外郭団体から別に補助金等の公的支援を受ける見込みは

· ありません　　　

· あります（補助金等名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	· 施設整備など後年度に維持管理経費が生じる事業ではありません。

	· 同様の提案を他の区振興課又は行政センターに行って
· いません　　　

· います
（提案を行った区振興課又は行政センター：　　　　  区振興課・行政センター
　事業名称：　　　　　　　　　　　　　　           　　　 　　　　　　　）

	· 給与所得者を雇用する事業者ですか。

· はい⇒市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書又は市民税・県民税特別徴収未実施理由書（第５号様式）を併せて提出してください。

· いいえ


裏面に続く
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